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周回路の曲線部分（曲率半径がほぼ一定）及びクロソ 
イド曲線（曲率半径が奥へ行く程小さくなる）の２通 
りを実施した。クロソイド曲線については、周回路内

側の白線が引かれていないエリアに、白色の樹脂製プ

レートを路面に並べ簡易的に作成した。 
３．３．検証結果及び課題について 
実車で検証した結果の一例として、直線路において

LKAS を作動させた場合の、制御により発生した横向

加速度の計測値（最大値）を図５に示す。試験条件と

して、ドライバの操舵で車両を横移動させる際の横向

速度を３条件設定したところ、供試車両２台とも、横

向速度が最も低い条件（0.1～0.8m/s、LDWS の試験

条件より引用）では、LKAS の制御により発生する横

向加速度は計測可能であった。一方、横向速度が高い

条件（1～2m/s 及び 2～3m/s）では、車両を横移動さ

せる際のドライバの操舵力がより大きく、操舵速度も

高くなることにより、制御がオーバーライドされるた

め、制御により発生する横向加速度及び制御中の車両

軌跡は計測不可能であった。ただし、直線路において

は、上記の横向速度が高い条件は、危険回避等、ドラ

イバが意図して操舵を行う状況であり、LKAS による

車線維持支援の効果が期待される場面ではないこと

から、実車で試験を行う必要性は無いと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その他の項目については、曲線路で LKAS を作動

させる試験を除き、機能や作動の状況を確認するため

に必要なデータを計測可能であることを確認した。 
曲線路での検証については、試験場周回路の曲線部

及びクロソイド曲線ともに、曲率半径が小さかったた

め、LKAS を作動させることができなかった。曲線路

については、実車による試験実施の必要性についての

議論は必要であるが、樹脂製プレートを用いる等の簡

易な方法により、試験場内に LKAS が作動可能な、

比較的曲率半径の大きい曲線を作成できるか否かに

ついて、引き続き検討を行う予定である。 
 

４．まとめ及び今後の動向について 
LKAS の安全性を担保するために最低限必要な項

目について、国際基準に規定することを、国連自動車

基準調和世界フォーラム（WP29）のブレーキ・走行

装置分科会（GRRF）に我が国から提案し、有志国及

び産業界による専門家会議（Ad-hoc 会議）及び条文

ドラフト作成会議（Small Drafting Group）が GRRF
の配下で開催されることとなった。これらの会議での

審議の結果、ステアリング装置の基準である R79 に、

LKAS の技術要件を追加することで意見が一致した。

関係者で合意したドラフトは、2014 年 9 月開催の第

78 回GRRF にインフォーマルドキュメントとして提

出された。今後は GRRF での審議を経て必要な修正

を行い、GRRF での合意と WP29 での採択を目指す。 
また、LKAS の改正提案とは別に、R79 で定義され

ている Automatically Commanded Steering Function
について、高速道路での使用を前提として設計された

一部のシステムを対象に、「車速 10km/h 以下」の規

定を適用除外とする改正提案のインフォーマルドキ

ュメントが第 78 回 GRRF に提出される予定である。

本改正提案が WP29 で採択された場合は、実質的に

高速道路における自動操舵がある程度可能となるこ

とから、我が国は GRRF での審議や専門家会議等に

積極的に参加する予定である。当研究所としても、自

動操舵システムの安全性を担保するために必要な技

術要件等について、検討を行っていく予定である。 
なお、本稿で報告した LKAS の試験法については、

平成２５年度国土交通省受託調査「平成２５年度 車
線逸脱防止システムの 国際基準に関する調査」(2)に

おいて実施した内容からの抜粋である。 
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１．はじめに 
 日本の交通事故における負傷者数781,494人（2013年）

の中で歩行者の占める割合は 8%である(1)。一方、死亡

者数 4,373 人（2013 年）の中で歩行者の占める割合は、

約 36%と最も高い(1)。死傷者（軽傷・重傷・死亡）数の

中で死亡者数の占める割合を死亡率とすると、歩行者は

車両乗車中を含む他の状態と比べて最も死亡率が高い(1)。

政府は2018年までに交通事故死亡者数を年間2,500人以

下とする目標(2)をかかげている。その目標達成のために

は、交通弱者である歩行者事故への対策が極めて重要な

課題となる。 
 歩行者が車両に衝突すると、車両のボンネットを含む

加害部位に歩行者の頭部が衝突し死亡に至る場合が多

い。歩行者の死亡低減を目指した車両側の衝突安全対策

として、日本では 2005 年に車両のボンネットを対象と

した歩行者頭部保護基準が世界に先駆け施行された。 
 一方、車両の衝突速度を低くすることで、歩行者の傷

害程度を軽減できると考えられる。最近では車両に搭載

されたセンサが前方の歩行者を検知し、警報やブレーキ

制御をかける歩行者検知型被害軽減装置の普及も歩行

者事故対策として有望視されている。 
 近年、ステレオカメラによる歩行者検知型被害軽減装

置が開発され、既に一部実用化(3) (4)されている。同装置

は、歩行者を検知し自動ブレーキが正しく作動した場合、

衝突速度を減少させるシステムとなる。さらに日本では

2020 年を目標として、センサ等を利用した車両制御に

よる自動運転技術の試用開始を目指している(5)。自動運

転技術が確立した場合、歩行者との衝突を回避すること

が可能であると考えられる。しかし、実際の車両と歩行

者との接触環境の中で、衝突までの時間が極端に短い場

合（例えば歩行者の物陰からの飛び出し）、悪天候によ

り制動制御が不十分な場合など、歩行者との衝突を完全

に回避することが困難な場面も存在することが考えら

れる。本研究では、歩行者検知型被害軽減装置や自動運

転技術により車両の衝突速度が低下したときの歩行者

の被害軽減度合いを明確にすることで、同装置の技術要

件を導出するための基礎資料を作成することを目的と

し、歩行者の重傷率・死亡率に着目し、車両衝突速度と

歩行者被害の関係を我が国の交通事故実態に基づき調

査した。ここでは、公益財団法人交通事故総合分析セン

ター(ITARDA)が所有するマクロデータ及びミクロデー

タを使用した。車両の速度情報は、マクロデータでは車

両走行速度のみが登録されている。一方、ミクロデータ

では、車両走行速度に加え衝突速度が推定されている。

そこで、本研究では 1．マクロデータを用いた車両走行

速度による重傷率・死亡率の算出、2．ミクロデータを

用いた車両の走行速度と衝突速度の関係式の算出、3．
車両衝突速度毎の重傷率・死亡率の算出、の手順を経て

分析した。 
 

２．マクロデータを用いた車両走行速度による重傷率・

死亡率の算出 
 

 2009 年のマクロ事故データを使用した。歩行者交通

事故における車両の各走行速度帯の重傷率・死亡率を次

式より求めた。 
 

重傷率 (%) = 
重傷者数

軽傷者数＋重傷者数
100 (1)

 

死亡率 (%) = 
死亡者数

軽傷者数＋重傷者数＋死亡者数
100 (2)

 

 
 なお、各速度帯における重傷率・死亡率を算出する際

の分母に相当する数が 10 件未満の場合、解析から除外

することとした。車両種類についてはセダン、ミニバン、

1Box (Box van)、軽乗用車、軽貨物の 5車種を対象とし

た。 
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 マクロデータを用いて求めた車両走行速度と重傷

率・死亡率の関係をそれぞれ図 1に示す。車両走行速度

の増加に伴い、歩行者の重傷率・死亡率は増加する傾向

であった。特に、重傷率は車種に係わらずほぼ一致した。

一方、走行速度 60 km/hのときの 1Boxの値を除き、死

亡率は車種に係わらずほぼ一致した。文献(6)では、1Box
が歩行者に衝突する衝撃シミュレーションが実施され、

歩行者が高速度で衝突するとカウルトップが胸部へ衝

撃し、胸郭骨折の可能性は高くなることが示されている。

胸郭内には内臓器もあることから、実際の事故では

1Box が高速度で歩行者へ衝突すると死亡率が上昇して

しまう可能性が示唆された。 
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図 1 車両走行速度と重傷率、死亡率の関係 
 

３．ミクロデータを用いた車両の走行速度と衝突速度の

関係式の算出 
 

 ミクロデータはデータ数が限定されるため 1993 年か

ら 2010 年までの全歩行者事故データを使用し、セダン

のみを解析対象とした。ミニバン、1Box、軽乗用車、軽

貨物のデータ数は少なく、解析から除外することとした。 

 ミクロデータを用いて求めた走行速度と衝突速度の

関係を傷害程度毎に図 2に示す。走行速度と衝突速度の

分布を直線近似（y=ax）したときの近似直線式を図中に

表示した。本近似直線式では、走行速度が 0 km/h のと

き衝突速度は 0 km/h となるように y 切片は 0 としてい

る。死亡（0.95）の回帰係数は大きいことから、車両は

ほとんど減速せずに歩行者へ衝突し、その結果歩行者が

死亡に至ったことが推察される。軽傷と重傷、重傷と死

亡の回帰係数の差の検定を行った結果を表１に示す。軽

傷（0.75）と重傷（0.89）の回帰係数は有意に異なる

（P=0.004）が、重傷（0.89）と死亡（0.95）の回帰係数

に有意な差はない（P=0.180）ことが判明した。 
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図 2 セダンにおける走行速度と衝突速度の関係 
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図3 車両速度と重傷率、死亡率の関係 
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 マクロデータを用いて求めた車両走行速度と重傷

率・死亡率の関係をそれぞれ図 1に示す。車両走行速度

の増加に伴い、歩行者の重傷率・死亡率は増加する傾向

であった。特に、重傷率は車種に係わらずほぼ一致した。

一方、走行速度 60 km/hのときの 1Boxの値を除き、死

亡率は車種に係わらずほぼ一致した。文献(6)では、1Box
が歩行者に衝突する衝撃シミュレーションが実施され、

歩行者が高速度で衝突するとカウルトップが胸部へ衝

撃し、胸郭骨折の可能性は高くなることが示されている。

胸郭内には内臓器もあることから、実際の事故では

1Box が高速度で歩行者へ衝突すると死亡率が上昇して

しまう可能性が示唆された。 
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図 1 車両走行速度と重傷率、死亡率の関係 
 

３．ミクロデータを用いた車両の走行速度と衝突速度の

関係式の算出 
 

 ミクロデータはデータ数が限定されるため 1993 年か

ら 2010 年までの全歩行者事故データを使用し、セダン

のみを解析対象とした。ミニバン、1Box、軽乗用車、軽

貨物のデータ数は少なく、解析から除外することとした。 

 ミクロデータを用いて求めた走行速度と衝突速度の

関係を傷害程度毎に図 2に示す。走行速度と衝突速度の

分布を直線近似（y=ax）したときの近似直線式を図中に

表示した。本近似直線式では、走行速度が 0 km/h のと

き衝突速度は 0 km/h となるように y 切片は 0 としてい

る。死亡（0.95）の回帰係数は大きいことから、車両は

ほとんど減速せずに歩行者へ衝突し、その結果歩行者が

死亡に至ったことが推察される。軽傷と重傷、重傷と死

亡の回帰係数の差の検定を行った結果を表１に示す。軽

傷（0.75）と重傷（0.89）の回帰係数は有意に異なる

（P=0.004）が、重傷（0.89）と死亡（0.95）の回帰係数

に有意な差はない（P=0.180）ことが判明した。 
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図 2 セダンにおける走行速度と衝突速度の関係 
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図3 車両速度と重傷率、死亡率の関係 
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表 1 傷害間（軽傷と重傷、重傷と死亡）の回帰係数の

差の検定結果 

軽傷 重傷 重傷 死亡

平均直線回帰係数 0.7496 0.8929 0.8929 0.9484

直線回帰係数の標準偏差 0.0274 0.0251 0.0251 0.0344

事例数 50 48 48 25

p値

** 1%有意

検定対象となる2群
軽傷と重傷の差 重傷と死亡の差

0.004** 0.180

 

 
表 2 衝突速度毎の重傷率 

セダン ミニバン 1 Box 軽乗用車 軽貨物

10 9 9 8 10 11

20 14 14 16 16 18

30 23 23 23 25 27

40 37 36 42 38 40

50 53 47 57 55 45

60 63 80 - 71 -

車両衝突
速度

(km/h)

重傷率 (%)

 
 

表 3 衝突速度毎の死亡率 

セダン ミニバン 1 Box 軽乗用車 軽貨物

10 0 0 1 0 1

20 0 1 4 1 2

30 3 3 5 2 5

40 9 10 11 9 12

50 22 30 31 22 25

60 38 42 - 38 -

車両衝突
速度

(km/h)

死亡率 (%)

 
 

４．車両衝突速度毎の重傷率・死亡率の算出 
 3章の結果であるセダンの車両走行速度と衝突速度の

近似式を 2 章の走行速度に適用し、セダン、ミニバン、

1Box、軽乗用車、軽貨物の5車種について衝突速度毎の

歩行者の重傷率・死亡率を算出した。算出した衝突速度

と歩行者の重傷率・死亡率の関係をそれぞれ図 3、表 2
及び表 3に示す。5車種の重傷率に着目すると、衝突速

度40 km/hでは36%～42%となるが、衝突速度が30 km/h
の場合には 23%～27%へと低下することが判明した。死

亡率に着目すると、衝突速度 40 km/h では 9%～12%で

あるが、衝突速度が 30 km/hの場合には2%～5%へと低

下することが判明した。この結果より、衝突速度を 10 
km/h 低減させただけでも重傷率・死亡率が大幅に低下

可能なことが示された。また、衝突速度を 30 km/h以下

にすると、死亡率は 5%以下に抑えられることが実際の

交通事故の状況より明確になった。 
 

５．おわりに 
 本研究では実際の交通事故状況を基にセダン、ミニバ

ン、1Box、軽乗用車、軽貨物の 5車種を対象として、衝

突速度が減少した場合の歩行者被害状況を分析した。そ

の結果、いずれの車種についても 40 km/h以上の衝突速

度を 10 km/h低減させただけでも重傷率・死亡率が大幅

に低下することが判明した。さらに、衝突速度が 30 km/h
以下になると、重傷率は 27%以下、死亡率は 5%以下で

あった。本研究結果より、歩行者を検知し衝突速度を下

げる歩行者検知型被害軽減装置及び自動運転技術が

様々な車種に装着され、実際の交通状況下において適切

に作動した場合、歩行者の傷害レベルは衝突速度の低下

に伴い大幅に軽減され、死亡事故件数の減少に大きく貢

献できることが明確となった。 
 なお、本研究は公益財団法人交通事故総合分析センタ

ーの人体傷害分科会の活動として遂行したものである。

本研究をまとめるにあたり、茨城キリスト教大学土井努

先生、元公益財団法人交通事故総合分析センター伊藤正

廣氏、公益社団法人自動車技術会の歩行者事故予防安全

システムのあり方に関する研究会よりそれぞれ助言を

得た。記して関係者に謝意を表する。 
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１．はじめに 
現在、自動運転車両は、世界中で盛んに研究開発さ

れている。もちろん自動運転車両といっても自動車で

あることには変わりはないので“走る”“曲がる”

“止まる”といった機能を有していなければならな

い。この“止まる”機能として用いられるのが“自動

ブレーキ”である。自動ブレーキは“止まる”ための

機能であるという面では従来のブレーキ装置となんら

変わりはない。ただし、大きく異なるのは、周囲の状

況を認知し、その状況に応じた制動力を判断してブレ

ーキ装置を操作するといった機能を有していなければ

ならないという点である。即ち、自動ブレーキには、

ドライバがブレーキを操作するために行う認知・判

断・操作をドライバと同等若しくはそれ以上に安全に

行うことを可能とするシステムが求められる。 
２．自動ブレーキの特徴 

自動ブレーキには、ドライバが行うブレーキ操作を

模擬する機能が求められることから、まず重要となる

装置がドライバの“目”に相当するセンサである。現

在、自動ブレーキで採用されているセンサは、主とし

てカメラ（単眼及び複眼）、ミリ波レーダ及び赤外線レ

ーザーレーダなどであり、いずれのセンサも対象物へ

の測距機能を有しているが、それぞれのセンサの特徴

に応じてメリットデメリットが存在している。 
カメラの最も大きなメリットは、対象物体が何であ

るか特定できる点である。対象物が車両であるのか歩

行者であるのか又はガードレールであるのかが判別で

きれば、より状況に合わせた制動を行うことができ

る。また、最近では、導入コストが下がっている点も

メリットと言える。デメリットとしては、人の目と同

様に逆光、対向車のライトや雨天による視界不良とい

った状況では機能が低下する点が挙げられる。 
ミリ波レーダの最大の特徴は、100[m]以上先の対象

物までセンシングが可能な点である。即ち、制動距離

に比して遠方までセンシングが可能であるということ

は、自車の速度が高い領域でも自動ブレーキを実現で

きるという可能性を生むため、このメリットは非常に

大きい。また、昼夜天候の影響など視界の状況に左右

され難い特徴もメリットと言える。デメリットとして

しては、対象物がなんであるかを判定しにくい点とシ

ステムが比較的高価である点が挙げられる。 
一方、赤外線レーザーレーダのメリットは、安価な

装置で測距機能を実現できる点にある。デメリットと

しては、センシングが可能な距離が比較的短い点で、

これによって自動ブレーキは低速域のみでの作動に限

られてしまう点が挙げられる。  
３．自動ブレーキの現状 

現在、これらセンサを有する自動ブレーキは、機能

を限定する形で既に市場に投入され始めている。その

システムの代表例が AEB (Autonomous Emergency 
Braking system )である。このAEBは、衝突の危険性

があり、ドライバでは対処が困難であるような状況の

みに限って作動する自動ブレーキである。表１に既

に、市場に投入されているAEBの例を示す。本表に示

すようにAEBは、既にほとんどの自動車メーカによっ

て市場投入がなされており、自動車において不可欠な

装備となりつつある。 
AEBに関する法規制は、大型車のカテゴリで進めら

れており、EUでは既に2013年11月から新型の大型商

用車に対して装着が義務付けられている。また、2015
年11月からは継続生産車に対しても装着が義務付けら

れる。一方、日本では、新型の大型トラック及びバス

に対して2014年11月から装着が義務付けられ、継続

生産車に対しても2017年9月から順次装着が義務付け

られる。 
その一方で、普通乗用車のカテゴリでは法規制の動

きはないが、自動車アセスメントによって標準化が図

られようとしている。欧州における自動車アセスメン

トである Euro-NCAP では、2014 年より、低速域

（20km/h以下）での作動を対象としたAEB City  




